　様式１

　　年　　月　　日
（あて先）
新潟市長

所在地

　                                                      事業者名

代表者名　　　　　　　　　　　印


参　加　申　請　書


次の件について、企画提案への参加を申し込みます。

	件　　　　　　　　　名
	新潟市各区役所庁舎における「市政情報モニター事業」

	担当者名
	

	連 絡 先
	電話番号
	

	
	ＦＡＸ番号
	

	
	メールアドレス
	








様式２
放映料提案書
　　年　　月　　日
　（提出先）新潟市長
所在地
事業者名
代表者名　　　　　　　　　　　（印）
（原本のみ記名・押印、副本は記入不要）

　　市政情報モニターの設置にかかる放映料について、下記のとおり提案します。

記

	月額放映料（北区）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円

	月額放映料（東区）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円

	月額放映料（中央区）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円

	月額放映料（江南区）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円

	月額放映料（秋葉区）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円

	月額放映料（南区）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円

	月額放映料（西区）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円

	月額放映料（西蒲区）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円

	月額放映料（合計）Ａ
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円

	年間放映料Ｂ（Ａ×１２）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円

	５年間放映料（Ｂ×５）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	（参考）今回の更新にかかる
モニター等機器初期設置費用
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	設置場所
	新潟市各区役所庁舎

	期　間
	設置日から５年間

	備　考
	・上記の放映料には消費税及び地方消費税を含む。ただし、期間中に消費税及び地方消費税にかかる税率が変更された場合、変更前の放映料（税抜き）に変更後の税率により算定された消費税及び地方消費税を加えた額に変更する。
・別途、行政財産使用料及び電気料実費を納付する。
・放映料は市が別途指定する期限までに納付する。
・１か月に満たない期間の放映料は、１か月を３０日として日割計算した額とする。





　様式３
暴力団等の排除に関する誓約書兼同意書

私（当法人・当団体）は、新潟市公有財産規則の規定に基づく使用許可の申請を行うに当たり、下記の事項について誓約します。

記

１　私（当法人・当団体）は次のいずれにも該当しません。
(1)   暴力団（新潟市暴力団排除条例（平成24年新潟市条例第61号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）
(2) 　暴力団員（新潟市暴力団排除条例第２条第３号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
(3) 　役員等（法人である場合は役員又は支店若しくは営業所の代表者その他これらと同等の責任を有する者をいい、法人以外の団体である場合は代表者、理事その他これらと同等の責任を有する者をいう。）が暴力団員であるもの
(4) 　暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与しているもの
(5) 　自己、その属する法人その他の団体若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用しているもの
(6) 　暴力団又は暴力団員に対して資金を提供し、又は便宜を供与するなど直接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与しているもの
(7) 　その他暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有するもの


２　新潟市暴力団排除条例の主旨に基づき裏面名簿を提出します。名簿に記載されたすべての者は、暴力団
員等であるか否かの確認のため、新潟県警察本部に対してこの名簿による照会が行われる場合があること
に同意しております。なお、名簿記載内容は事実と相違ありません。



　　年　　月　　日



新潟市長　　様



〔法人、団体にあっては所在地〕
住　所

　　　　　　　　　　　    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
〔法人、団体にあっては名称及び代表者の氏名〕


（ふりがな）
氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞　　　

生年月日　 （ 明治 ・ 大正 ・ 昭和 ・ 平成 ）　　　 　年　　 　　月　　 　　日


（暴力団等の排除に関する誓約書添付資料）
名簿（役員等一覧表）

【記載方法】
1 記載例に従って、役職、氏名、カナ、生年月日、性別、住所を記載してください。
2 法人の場合には登記事項証明書に記載されている役員全員及び支店若しくは事務所の代表者を記載して
ください。団体及び個人事業者の場合には代表者を記載してください。
3 生年月日の記載について、Ｔ～大正、Ｓ～昭和、Ｈ～平成として、元号に丸をつけてください。
4 性別の記載について、どちらかに○をつけてください。
5 同一内容であれば任意の様式での提出も可とします。

法人・団体：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


	役　職
	氏　名
	カ　ナ
	生年月日
	性別
	住　所

	【記載例】
代表取締役社長

	
新潟　太郎

	
ニイガタ　タロウ

	Ｔ
Ｓ　11 年　11 月　11 日
Ｈ
	男
・
女
	新潟市中央区○○1丁目1番1号

	


	
	
	Ｔ
Ｓ　　 年　　 月　   日
Ｈ
	男
・
女
	

	


	
	
	Ｔ
Ｓ　　 年　　 月　   日
Ｈ
	男
・
女
	

	


	
	
	Ｔ
Ｓ　　 年　　 月　   日
Ｈ
	男
・
女
	

	


	
	
	Ｔ
Ｓ　　 年　　 月　   日
Ｈ
	男
・
女
	

	


	
	
	Ｔ
Ｓ　　 年　　 月　   日
Ｈ
	男
・
女
	

	


	
	
	Ｔ
Ｓ　　 年　　 月　   日
Ｈ
	男
・
女
	

	


	
	
	Ｔ
Ｓ　　 年　　 月　   日
Ｈ
	男
・
女
	

	


	
	
	Ｔ
Ｓ　　 年　　 月　   日
Ｈ
	男
・
女
	

	


	
	
	Ｔ
Ｓ　　 年　　 月　   日
Ｈ
	男
・
女
	

	


	
	
	Ｔ
Ｓ　　 年　　 月　   日
Ｈ
	男
・
女
	

	


	
	
	Ｔ
Ｓ　　 年　　 月　   日
Ｈ
	男
・
女
	

	


	
	
	Ｔ
Ｓ　　 年　　 月　   日
Ｈ
	男
・
女
	


· 上記に記載された個人情報については、暴力団員等の該当性の確認にのみ使用し、その他の目的には一切使用しません。
また、その取扱いについては、新潟市個人情報保護条例を遵守し、適正に管理いたします。

＊　市では、新潟市暴力団排除条例に基づき、行政事務全般から暴力団を排除するため、申請者に暴力団等ではない旨の誓約をお願いしています。
様式４

「市政情報モニター事業」設置・運用に係る業務実施体制
	役割
	予定者名
	所属・役職
	担当する業務内容
	主な実績

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	



注１：所属・役職については、企画提案書の提出者以外の企業等に所属する場合は、企業名等
についても記載すること。
注２：担当者の数が多いために表に書ききれない場合は、本様式をコピーして使用すること。



